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表紙の写真 

水納島は、美しいエメラルドグリーンの海上に浮かぶ、珊瑚礁に囲まれた面積 0.56

ｋ ㎡の島である。 

上空から眺めると、島の形がクロワッサンのように見えることから「クロワッサンア

イランド」の愛称で親しまれている。 

 島へは渡久地港から高速船で約 15 分と本島から手軽に行ける立地で、船を降り

るとそのまま飛び込んでしまいたくなるような透明感抜群の海と白い砂浜が魅力で

ある。 

 



ま え が き 

 

 沖縄県は、我が国の南西部に位置し、東西約 1,000ｋｍ、南北約 400ｋｍの広大

な海域に大小 160 の島々が点在する全国でも有数の島しょ県であり、沖縄本島を

除く 37 の有人離島に県人口の約９％を占める約 12 万６千人（平成 27 年国勢調査

参照）の人々が住んでいます。 

  いわゆる国境離島を含む沖縄の離島地域は、島々で異なる個性豊かな自然環境、

文化、歴史的遺産等の魅力を有しているとともに、日本の領空、領海、排他的経

済水域の保全など国家的利益の確保に重要な役割を果たしており、また、広大な

海域に存在する様々な海洋資源は、今後の我が国の経済発展に寄与する可能性を

持っています。こうした離島の持つ魅力や役割、すなわち「離島力」は、沖縄の

未来を拓くソフトパワーの一つであり、離島地域の果たす役割はますます重要に

なっています。 

 沖縄県では、これまで離島地域の活性化を図るため、各種の離島振興策を進め

てきましたが、離島地域は、経済、行政などの中心から遠く離れ（遠隔性）、広

大な海域に散在しており（散在性）、人口規模や市場規模が小さい（狭小性）と

いった条件不利性から、住民生活を圧迫し、産業振興の制約となっている割高な

移動コストや輸送コスト、行政サービスの高コスト構造、教育、医療、福祉等の

基礎的な生活条件の整備や産業振興の遅れなど、様々な分野で課題を抱えており、

若年者の流出や急速な高齢化の進行等により地域活力の低下が懸念されている状

況にあります。 

 このため、県においては、沖縄 21 世紀ビジョン基本計画において、離島振興を

基本的課題の一つとして位置付け、県民全体で離島地域を支える仕組みを構築す

るとともに、離島住民が住み慣れた島で安心して暮らし続けることができるよう、

交通、生活環境基盤、教育・文化、医療、福祉等の分野において定住条件の整備

を図るほか、離島の持つ活力の維持・向上に向けて、観光リゾート産業、農林水

産業、食品加工業、伝統工芸等、特色を生かした産業の振興を図るなど、総合的

な離島振興策を推進しているところであります。 

 本書は、本県離島における人口、産業、交通・通信、生活環境施設等の状況を、

可能な限り最新のデータにより更新・収録したもので、離島の現況を把握する基

礎資料として御活用いただければ幸いです。 

終わりに、編集に際し貴重な資料の提供等、御協力をいただきました関係各位

に感謝を申し上げるとともに、離島振興施策の推進に対し今後とも一層の御協力

をお願い致します。 

 

 令和３年３月 

沖縄県企画部長  宮城 力  



利用上の注意

１ 本資料における用語の定義は、以下のとおりである 。

（ １ ） 島し ょ

人口の有無にかかわらず、面積が 0.01k㎡以上の島とする 。

（ ２ ） 有人島

前記 （ １ ） の 「 島し ょ 」 中 、原則平成 27年国勢調査によ り人口が確認されている島とする。

ただし、令和２年 １月 １日現在の住民基本台帳人口も勘案している 。

（ ３ ） 無人島

前記 （ １ ）の 「島し ょ 」中、前記 (2)の 「有人島 」以外の島とする。

（ ４ ） 離島

前記 （ １ ） の 「 島 し ょ 」 中 、沖縄本島以外の島とする 。ただし 、沖縄本島と埋立 ､海中道路

又は架橋によ り 連結 された次の 「島 し ょ 」 に ついては 、沖縄本島に含める 。なお ､離島 と離

島間においては、海中道路及び架橋により連結されても個別の離島として扱う 。

① 宮城島 （大宜味村） ② 古宇利島 （今帰仁村）

③ 瀬底島 （本部町） ④ 奥武島 （名護市 ）

⑤ 屋我地島 （名護市） ⑥ 伊計島 （ う るま市 ）

⑦ 宮城島 （ う るま市 ） ⑧ 平安座島 （ う るま市 ）

⑨ 浜比嘉島 （ う るま市 ） ⑩ 藪地島 （ う るま市 ）

⑪ 奥武島 （南城市）

（ ５ ） 有人離島

前記 （ ４ ） の 「 離島 」 中 、原則平成 27年国勢調査によ り人口が確認されている島 とする。

ただし、令和２年 １月 １日現在の住民基本台帳人口も勘案している 。

（ ６ ） 無人離島

前記 （ ４ ）の 「離島 」中 、前記 （ ５ ）の 「有人離島」以外の島とする。

（ ７ ） 指定離島

沖縄振興特別措置法（平成 14年法律第 14号 ）第 ３条第３号に規定する離島をいう 。

２ 本資料の 「離島市町村別 ・ ・ ・ ・ 」 と している表中において、市町村域の一部が 「離島 」である

市町村 （本部町、 う る ま市 、南城市 ）の数値等は、離島計に含まれていない。ただし 、 この ３市

町の数値等は県計に含まれている 。

３ 本資料の国勢調査を元に算出している島別人口は、字別で集計しているため

一部他の地域を含む場合があります。
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